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第１章 V-Low マルチメディア放送について 

 地上テレビジョン放送のデジタル化に伴い利用可能となるVHF帯（超短波帯）を用いて実現を図

る「マルチメディア放送」は、携帯端末や車載型の受信機で、移動しながらでも情報を入手できる

「携帯性・移動性」と、不特定多数に対して同時に情報を提供することができる「放送」という機能

を有する新たなメディアとして期待されている。また、映像・音響・データ等の様々な情報を柔軟に

組み合わせた、従来にはない新しい放送番組が期待されている。 

 このうち、207.5～222MHzの周波数帯を用いる「V-Highマルチメディア放送」は、全国を対象とし

た放送であり、2012年（平成24年）４月からサービスを開始が開始され、2013年（平成25年）３月末

までに40の送信所が開局し、全国33都道府県でサービスが提供されている。 

 

 一方、90MHz～108MHzの周波数帯を用いる「V-Lowマルチメディア放送」は、各地方の都道府

県からなる「地方ブロック」を対象とし、地域密着の生活情報や安心安全情報等を放送する「地方

ブロック向け放送」として、地域の活性化やより安心安全な社会の実現に寄与することが期待され

ている。 

 当該放送については、2012年（平成24年）から全国で実証実験が進められており、また、2013年

（平成25年）３月から４月に実施された「V-Lowマルチメディア放送に係る参入希望調査」において

も参入希望意見が寄せられているところである。 
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第２章 V-Low マルチメディア放送の特徴 

 マルチメディア放送については、携帯端末や車載型の受信機による受信形態を想定して様々な

事業者が柔軟にその創意工夫を発揮することにより、受信者ニーズに適合した多様で魅力的なコ

ンテンツの提供が期待されている。さらに、V-Lowマルチメディア放送では、地域ブロックを対象に、

地域の企業や組織が参画し、きめ細やかな地域情報を配信することで地域経済の活性化に寄与

することが期待されている。 

 以下、想定されているV-Lowマルチメディア放送の特徴について述べる。 

 

１．放送システム 

「V-Lowマルチメディア放送及び放送ネットワークの強靭化に係る周波数の割当て・制度整備

に関する基本的方針（案）」（平成25年７月18日から８月19日まで意見募集）によると、V-Lowマル

チメディア放送は、全国を７つの地方ブロックに分け、それぞれ９セグメントの帯域を使って放送を

行うことが検討されている（図２－１）。ブロック内はSFN（同一周波数ネットワーク）により同一周波

数により中継送信される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１ V-Lowマルチメディア放送の周波数利用イメージ 

 

 V-Lowマルチメディア放送の放送システムのイメージの一例を図２−２に示す。 

 各ブロック毎に１つの演奏所があり、９セグメント分のトランスポートストリーム（以下「TS」という。）

が生成される。TSはブロック内の中心的な機能を果たす送信局（親局）に伝送されISDB-Tsb方式

により変調され送信される。TS伝送には、光回線、マイクロ回線、衛星回線等が使われる。 

北海道 
関東・甲信越 
近畿 
九州・沖縄 

 
  

 
  
 
 

 
 
 
       

  
  

  
  
      

  
   

                       
 

       
  

  
 

108MHz 99MHz 

  

チャンネル A チャンネル B 
東北 
東海・北陸 
中国・四国   

9 セグメント 9 セグメント 

マルチメディア放送 
V-Low 帯の周波数利用イメージ 

103.5MHz 

 

－ 2 － 
 



 親局以外の中継局には、演奏所、親局あるいは他の中継局からTSが伝送され、変調、送信さ

れる。 

 また、車載受信機に向けて、高速道路の路側などに半径２km程度をカバーする中継局を設置し、

自動車での安定した受信環境を提供することも考えられる。この場合は、TS伝送ではなく、放送

波を受信しRF（無線）信号のまま送信する非再生中継方式をとることも考えられる。 

 

図２－２ V-Lowマルチメディア放送のシステムイメージ（一例） 

 

２．コンテンツ 

 2012年（平成24年）から全国で進められている実証実験では、V-Lowマルチメディア放送のコン

テンツとして、「ドライバー向け情報」と「地域コンテンツ配信」など、利用シーンや地域毎にさまざ

まなコンテンツの有効性が検証されている。 

 

２－１ ドライバー向け情報 

 V-Lowマルチメディア放送はFM放送と周波数が隣接しているため、自動車での受信と親和性

が高い。また、ドライバーは画面を見ることができないため、音声による情報提供に対するニー

ズが高い。そこで、音声や音楽によるコンテンツとドライバー向けデータ放送を組み合わせた情

報が考えられ、自動車に対する安心安全情報等の提供も想定される。 
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図２−３ ドライバー向け情報のイメージ（一例） 

 

２－２ 地域コンテンツ配信 

 家庭内で使われるタブレットやフォトフレームといったパーソナル端末の利用は今後さらに拡

大していく。それらのデバイスに向け、地域の各種情報を届ける放送サービスが想定されてい

る。さまざまな地域情報が電子化され、それが放送波により家庭に送り届けられることで、地域

生活の利便性向上や地域コミュニティの活性化に寄与することが期待される。 

 

図２−４ 地域コンテンツ配信のイメージ（一例） 

 

  

【端末】

○車載機

【番組内容】

○ドライバー向け音楽番組とデータ配信の組み合わせ

【音声】

①２４時間・５．１サラウンド

②（ドライバー向け）音楽コンテンツ中心

③広域情報（全国＆地域ニュース・天気予報・その他）

【安全安心】

①（高速）道路走行に関する安心安全情報

②SA/PA関連情報

③広域情報（地域観光情報・地域物産イベント情報等）

ド
ラ
イ
バ
ー
に
特
化
し
た
専
門
チ
ャ
ン
ネ
ル

ドライバーに必要とされる情報だけを必要な時に届ける。

心地よい車内空間を創造する音楽コンテンツ中心の
番組構成。

安全安心情報は画面を見ていなくてもすぐに耳に入る
音声読み上げ方式で提供。ドライバー向けチャンネル
だけで全ての安全安心情報が手に入ることを目指す。

走行エリア周辺のSA/PA情報や地元観光・イベント・
物産情報などを提供。ドライブの楽しさをなお一層向上。
地元地域の活性化・地産地消の推進。

高速を利用していないドライバーでも楽しめる。
運転中におけるドライバー向けチャンネルの普及を
目指す。

…etc.etc.

【端末】
①パーソナル端末（フォトフレーム型・タブレット型端末）

→マルチメディアルーター連動等を含む

②公共サイネージ（街頭・鉄道・バス・船舶・その他）

③その他、各ＣＰ独自端末等

【番組内容】
①音声＋静止画

②公共サイネージ用動画

【音声】
①FMと同等レベルの総合編成・地元FMイメージ

②（ながら聴取向け）トークコンテンツ中心

③狭域情報（地域ニュース・生活情報・その他）

【安全安心】
○コモンズ・地域密着（防災・防犯/地域コミュニティの再生）

【その他】
○マルチメディア放送の機能を活用したコンテンツ・サービス
の提供も展開

地
元
に
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着
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地
域
住
民
の
た
め
の
コ
ン
テ
ン
ツ
構
成

日常生活の中で“毎日”“いつでも”「ながら聴取」でき、
マルチメディア放送が“新たなラジオ”として身近な存在
として感じることのできるメディア環境を提供。

現在課題となっている子育て・教育支援コンテンツの
充実や防災・防犯情報など緊急情報の割込発信機能
の付加など地域生活におけるﾜﾝｽﾄｯﾌﾟﾒﾃﾞｨｱを目指す。

単なる情報配信機能のみではなく、地元生活における
生活利便性向上や地域コミュニティや社会の絆の再生に
寄与するなど、地元主導型の地域活性化促進を目指す。

…etc.etc.

地域住民が地域生活を快適に楽しく、かつ安全・安心に
過ごすことを支援する各種地域関連情報（地域ニュース・
地域生活情報等）を中心としたコンテンツ構成の実現。

エコな放送（ex.省電力化・端末の簡易化・統合的コンテ
ンツ配信による省力化）を目指し、幅広い世代の聴取者
からの長期間に亘る聴取機会の獲得を目指す。
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第３章 V-Low マルチメディア放送の放送設備に係る安全・信頼性に関

する技術的条件の検討 

１．V-Low マルチメディア放送の放送設備の分類 

安全・信頼性に関する技術的条件を検討するにあたっては、放送が停止した場合の影響の程

度により、必要となる措置項目を検討することとなるが、V-Low マルチメディア放送に用いられる

放送設備をどのような観点で分類することが適当かを検討する。 

既存の放送システムにおいては、放送の停止等の影響の及ぶ範囲に応じて、例えば、地上デ

ジタルテレビジョン放送、中波放送及び V-High マルチメディア放送は３つに、短波放送及び超短

波放送は２つに分け、安全・信頼性基準を適用している。 

 

表３－１ 既存の放送システムにおける安全・信頼性基準の分類 

地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ 

ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ放送 
親局 プラン局 その他の中継局 

中波放送 親局 
放送用周波数使用計画

記載中継局 
その他の中継局 

V-High ﾏﾙﾁ 

ﾒﾃﾞｨｱ放送 
大規模局な放送局 中規模な放送局 小規模な放送局 

短波放送 親局 放送用周波数使用計画記載中継局 

超短波放送 親局 中継局 

 

 

したがって、V-Low マルチメディア放送についても、放送の停止等の影響の及ぶ範囲に応じて

放送局を分類し、安全・信頼性に関する技術的条件の適用を検討することが適当である。 

 

V-Low マルチメディア放送は、各地方の都道府県からなる地方ブロックを放送エリアとするため、 

a. 各ブロック毎に１つの親局（概ね県域～広域をカバー） 

b. 各県毎に県庁所在地等に置局し、概ね県域をカバーする中継局 

c. 上記でカバーすることができない地域をカバーするための中継局 

d. 路側やパーキングエリア等に置局する小さな空中線電力の局（以下「路側用の局」という。） 

が想定されており、影響の範囲は a が最も大きいと考えられる。 

ここで b については、停波した場合に概ね１つの都道府県での放送が停止することになりかね

ないため、a と同等の重要性を有すると考えられることから、a と b については同程度の安全・信頼

性に関する技術的条件を求めることが適当である。 

一方、c については、a 及び b と比して影響範囲は小さいと考えられるため、a 及び b の基準か

ら一部の措置項目を緩和することも可能と考えられる。 

影響 
大 小 
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また、d は最も影響が限定的となると考えられる。 

以上より、V-Low マルチメディア放送の放送設備については、３分類程度とすることが可能と考

えられる。 

ここで、放送の停止等の影響を検討する場合、放送エリアは一般的に空中線電力の大小に比

例するものであることから、空中線電力により分類することが考えられる。例えば、V-Low マルチ

メディア放送の放送局において想定されている空中線電力の規模は、表３－２のとおりである。 

 

表３－２ V-Low マルチメディア放送の放送局において想定される空中線電力（一例） 

空中線電力 想定される局数 

500W 超 10kW 以下 ４２ 

 50W 超 500W 以下 １８ 

 50W 以下 ２ 

３W 以下 ５２０（路側・パーキングエリア用） 

 

ア 小規模な放送局 

V-Low マルチメディア放送については、走行中の自動車向けの放送も検討されており、路

側用の局を設置する場合は、空中線電力は３W 以下となることが想定される。 

路側用の局を高速道路に約４km 間隔で設置した場合、時速 80km で走行する自動車にお

いては、１局あたりの放送エリアを約３分で通過することとなるため、１局が停波した場合であ

っても、影響範囲は限定的である。固定受信の場合であっても、３W の空中線電力でカバー

するエリアは限定的であると考えられるため、このような「空中線電力が３W 以下の放送局」

については、「小規模な放送局」として分類する。 

 

イ 大規模な放送局 

空中線電力が 500W を超えるものについては、概ね県域をカバーすることが想定されてい

る。このため、空中線電力が 500W を超えるものについては、停波時の影響は大きいものと

考えられる。 

このことから、「空中線電力が 500W を超える放送局」については、「大規模な放送局」とし

て分類する。 

 

ウ 中規模な放送局 

空中線電力が３W を超え 500W 以下の放送局については、大規模な放送局がカバーしな

い地域をカバーするものであり、停波時に一定の影響を生じうるものの、空中線電力の違い

から、大規模な放送局と比べて影響は小さくなることが考えられる。このため、「空中線電力
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が３W を超え 500W 以下の放送局」については、「中規模な放送局」として分類する。 

 

表３－３ V-Low マルチメディア放送の放送局の分類 

放送局の分類 空中線電力 

大規模な放送局 500W 超 

中規模な放送局 ３W を超え 500W 以下 

小規模な放送局 ３W 以下 

 

 

 

図３ V-Low マルチメディア放送設備の分類と停波時の影響範囲 

 

  

放送設備

【放送の停止等の影響の及ぶ範囲】 限定的広範囲

放送局の
送信設備

番
組
素
材

親局

番組送出設備 中継回線
設備

放送局の
送信設備

放送局の
送信設備

中継回線
設備

中継回線
設備

設備構成概要

マイクロ、有線、衛星等

マイクロ、有線等 放送波、
有線等

500W超

3W-500W

3W-500W 3W以下

マイクロ、有線、衛星等
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２．V-Low マルチメディア放送の放送設備に係る安全・信頼性の検討 

前項での分類に基づき、V-Low マルチメディア放送の放送設備に係る安全・信頼性に関する技

術的条件については、「情報通信審議会 情報通信技術分科会 放送システム委員会 報告 ～

地上デジタルテレビジョン放送等の安全・信頼性に関する技術的条件～」（平成 23 年５月）におい

て示されている以下の考え方に基づき検討する。 

 

・ 当該設備の故障等により 広範囲に放送の停止等の影響を及ぼす設備 （番組送出設備、親局

に設置される放送局の送信設備等）に対しては、放送の停止等を未然に防ぐ、又はそれから即

座に復旧させるための措置 （「予備機器等の確保」、「故障等を直ちに検出する機能」、「停電

対策」等）が必要。 

・ 一方、放送の停止等の影響を及ぼす範囲が限定的な設備 （小規模な中継局に設置される放

送局の送信設備等）に対しては、経済合理性も勘案し、主に、事故の長時間化を防ぐための措

置 （「故障等の速やかな検出」、「応急復旧用機材の配備」等）が必要。 

「情報通信審議会 情報通信技術分科会 放送システム委員会 報告 ～地上デジタルテレビジョン放送等の安全・信頼性に関

する技術的条件～」（平成 23 年５月）P80 より抜粋 

 

ここで、放送局の規模によらず、以下の措置については必然的に要不要が定まるものと考えら

れる。 

・ （９）屋外設備の措置について、番組送出設備については屋外に設置されるものではないた

め、当該措置は不要。 

・ 中継回線設備については人工衛星に設置される場合も想定されるが、人工衛星に設置され

る場合は（12）宇宙線対策の措置を必要とし、（３）、（４）、（６）～（11）の措置は不要。 
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２－１ 番組送出設備並びに大規模な放送局に係る中継回線設備及び送信設備 

番組送出設備の故障や、大規模な放送局の放送停止等は広範囲に影響が生じることから、

放送の停止等を未然に防ぐ、又はそれから即座に復旧させるための措置を求めることが必要

である。 

このため、（２）故障検出については、①（故障等を直ちに検出、運用者へ通知する機能）の

みを適用し、②（やむを得ず①の機能を備えることができない場合の措置）は適用しないことと

する。 

 

表３－４ V-Low マルチメディア放送の番組送出設備並びに大規模な放送局に係る中継回線

設備及び送信設備に求められる安全・信頼性に関する技術的条件 

講じるべき措置（大項目） 講じるべき措置（小項目） 番組送出設備 

中継回線設備 
放送局の送信

設備 

大規模な放送局へ

送信 
大規模な放送局 

(1) 予備機器等 
 

予備機器の確保、切替 ○ ○ ○ 

(2) 故障検出 

① 故障等を直ちに検出、運用者へ通知する機能 ○ ○ ○ 

② 
やむを得ず①の措置を講ずることができない設備

について、故障等を速やかに検出、運用者へ通知 
   

(3) 
試験機器及び応急復旧機材の 

配備 

① 試験機器の配備 ○ ○※１ ○ 

② 応急復旧機材の配備 ○ ○※１ ○ 

(4) 耐震対策 

① 設備据付けに関する地震対策 ○ ○※１ ○ 

② 設備構成部品に関する地震対策 ○ ○※１ ○ 

③ ①、②に関する大規模地震対策 ○ ○※１ ○ 

(5) 機能確認 
① 予備機器の機能確認 ○ ○ ○ 

② 電源供給状況の確認 ○ ○ ○ 

(6) 停電対策 
① 予備電源の確保 ○ ○※１ ○ 

② 発電機の燃料の確保 ○ ○※１ ○ 

(7) 送信空中線に起因する誘導対策 
 

電磁誘導の防止 ○ ○※１ ○ 

(8) 防火対策 
 

火災への対策 ○ ○※１ ○ 

(9) 屋外設備 
① 空中線等への環境影響の防止  ○※１ ○ 

② 公衆による接触の防止  ○※１ ○ 

(10) 放送設備を収容する建築物 

ア 建築物の強度 ○ ○※１ ○ 

イ 屋内設備の動作環境の維持 ○ ○※１ ○ 

ウ 立ち入りへの対策 ○ ○※１ ○ 

(11) 耐雷対策 
 

雷害への対策 ○ ○※１ ○ 

(12) 宇宙線対策 
 

宇宙線等への対策 
 

※２  

※１ 人工衛星に設置される電気通信設備については、措置を要しない。 

※２ 人工衛星に設置される電気通信設備については、措置を要する。 
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２－２ 中規模な放送局に係る中継回線設備及び送信設備 

中規模な放送局の放送停止等は、大規模な放送局の放送停止等と比して影響は小さいと考

えられる。 

このため、（２）故障検出の②（やむを得ず故障等を直ちに検出・通知する機能を備えること

ができない場合の措置）を適用可能とする。 

また、（４）耐震対策については、（４）①②の通常想定される規模の地震への対策のみを適

用することとする。 

 

表３－５ V-Low マルチメディア放送の中規模な放送局に係る中継回線設備及び送信設備に

求められる安全・信頼性に関する技術的条件 

講じるべき措置（大項目） 講じるべき措置（小項目） 

中継回線設備 放送局の送信設備 

中規模な放送局へ

送信 
中規模な放送局 

(1) 予備機器等 
 

予備機器の確保、切替 ○ ○ 

(2) 故障検出 

① 故障等を直ちに検出、運用者へ通知する機能 ○ ○ 

② 
やむを得ず①の措置を講ずることができない設備につい

て、故障等を速やかに検出、運用者へ通知 
○ ○ 

(3) 
試験機器及び応急復旧機材の 

配備 

① 試験機器の配備 ○※１ ○ 

② 応急復旧機材の配備 ○※１ ○ 

(4) 耐震対策 

① 設備据付けに関する地震対策 ○※１ ○ 

② 設備構成部品に関する地震対策 ○※１ ○ 

③ ①、②に関する大規模地震対策   

(5) 機能確認 
① 予備機器の機能確認 ○ ○ 

② 電源供給状況の確認 ○ ○ 

(6) 停電対策 
① 予備電源の確保 ○※１ ○ 

② 発電機の燃料の確保 ○※１ ○ 

(7) 送信空中線に起因する誘導対策 
 

電磁誘導の防止 ○※１ ○ 

(8) 防火対策 
 

火災への対策 ○※１ ○ 

(9) 屋外設備 
① 空中線等への環境影響の防止 ○※１ ○ 

② 公衆による接触の防止 ○※１ ○ 

(10) 放送設備を収容する建築物 

ア 建築物の強度 ○※１ ○ 

イ 屋内設備の動作環境の維持 ○※１ ○ 

ウ 立ち入りへの対策 ○※１ ○ 

(11) 耐雷対策 
 

雷害への対策 ○※１ ○ 

(12) 宇宙線対策 
 

宇宙線等への対策 ※２  

※１ 人工衛星に設置される電気通信設備については、措置を要しない。 

※２ 人工衛星に設置される電気通信設備については、措置を要する。 
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２－３ 小規模な放送局に係る中継回線設備及び送信設備 

小規模な放送局の放送停止等は、その影響を及ぼす範囲が限定的であるため、主に事故

の長時間化を防ぐための措置が必要である。 

このため、（２）故障検出の②（やむを得ず故障等を直ちに検出・通知する機能を備えること

ができない場合の措置）を適用可能とし、（１）予備機器等、（４）耐震対策のうち③大規模地震

対策に係るもの、（５）機能確認、（９）屋外設備のうち②公衆による接触の防止に係るものは適

用しないこととする。（AM・FM ラジオ放送等と同様の扱い） 

また、路側等 ※に設置される放送局に限り、（８）防火対策は適用しないこととする。 

※ 路側に設置される放送局の放送を中継する場所（サービスエリア等）を含む。 

 

表３－６ V-Low マルチメディア放送の小規模な放送局に係る中継回線設備及び送信設備に

求められる安全・信頼性に関する技術的条件 

講じるべき措置（大項目） 講じるべき措置（小項目） 

中継回線設備 放送局の送信設備 

小規模な放送局へ

送信 
小規模な放送局 

(1) 予備機器等 
 

予備機器の確保、切替   

(2) 故障検出 

① 故障等を直ちに検出、運用者へ通知する機能 ○ ○ 

② 
やむを得ず①の措置を講ずることができない設備につい

て、故障等を速やかに検出、運用者へ通知 
○ ○ 

(3) 
試験機器及び応急復旧機材の 

配備 

① 試験機器の配備 ○※１ ○ 

② 応急復旧機材の配備 ○※１ ○ 

(4) 耐震対策 

① 設備据付けに関する地震対策 ○※１ ○ 

② 設備構成部品に関する地震対策 ○※１ ○ 

③ ①、②に関する大規模地震対策   

(5) 機能確認 
① 予備機器の機能確認   

② 電源供給状況の確認   

(6) 停電対策 
① 予備電源の確保 ○※１ ○ 

② 発電機の燃料の確保 ○※１ ○ 

(7) 送信空中線に起因する誘導対策 
 

電磁誘導の防止 ○※１ ○ 

(8) 防火対策 
 

火災への対策 ○※１、３ ○※３ 

(9) 屋外設備 
① 空中線等への環境影響の防止 ○※１ ○ 

② 公衆による接触の防止   

(10) 放送設備を収容する建築物 

ア 建築物の強度 ○※１ ○ 

イ 屋内設備の動作環境の維持 ○※１ ○ 

ウ 立ち入りへの対策 ○※１ ○ 

(11) 耐雷対策 
 

雷害への対策 ○※１ ○ 

(12) 宇宙線対策 
 

宇宙線等への対策 ※２  

※１ 人工衛星に設置される電気通信設備については、措置を要しない。 

※２ 人工衛星に設置される電気通信設備については、措置を要する。 

※３ 路側等に設置される放送局については、措置を要しない。 
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３．V-Low マルチメディア放送の放送設備に係る報告を要する重大な事故 

 放送法の改正（平成 23 年６月）により、放送設備の安全・信頼性の確保を図るため、重大な事

故が発生したときに遅滞なく総務大臣に報告を行うこととなった（放送法第 122 条）。また、重大な

事故以外の全ての放送停止事故についても、半年毎等の報告が求められることとなっている。こ

のため、V-Low マルチメディア放送の放送設備に係る安全・信頼性に関する技術的条件とあわせ、

重大な事故の対象について検討することが必要である。 

放送法施行規則第 125 条第３項において、放送法第 122 条の対象が規定されており、基幹放

送局提供事業者（ハード事業者）の設備に起因する重大事故の基準が設けられている。 

ここで、V-High マルチメディア放送については下表のとおりである。 

 

表３－７ V-High マルチメディア放送の重大な事故の対象 

 大規模な放送局 中規模な放送局 小規模な放送局 

親局 中継局 

－ － 

放

送

停

止

時

間 

15 分

以上 
○ 

2 時間

以上 
○ 

15 分

未満 
－ 

2 時間

未満 
－ 

（表中の○は、重大事故としての報告の対象を表す。） 

 

V-Lowマルチメディア放送についても、放送の停止等の影響の及ぶ範囲を踏まえ、重大な事故

の対象としては大規模な放送局の設備とし、放送停止の時間については、他の基幹放送と同様

に、親局は 15 分以上、中継局は２時間以上とする。 

 

表３－８ V-Low マルチメディア放送の重大な事故の対象 

 大規模な放送局 中規模な放送局 小規模な放送局 

親局 中継局 

－ － 

放

送

停

止

時

間 

15 分

以上 
○ 

2 時間

以上 
○ 

15 分

未満 
－ 

2 時間

未満 
－ 

（表中の○は、重大事故としての報告の対象を表す。） 
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第４章 V-Low マルチメディア放送の放送設備に係る安全・信頼性に関

する技術的条件 

前章の検討に基づき、V-Lowマルチメディア放送の放送設備に係る安全・信頼性に関する技術

的条件については下表のとおりとすることが適当である。 

なお、新たな放送サービス、技術革新等の環境変化が生じた際は、その設備形態に応じて、措

置とその対象について、適宜見直しを図ることが必要である。 

また、放送法第 122条に基づく重大な事故としての報告の対象は、大規模な放送局の停止のう

ち、親局は 15 分以上、中継局は２時間以上のものとする。 

表４ V-Low マルチメディア放送の放送設備に係る安全・信頼性に関する技術的条件 

講じるべき措置（大

項目） 
講じるべき措置（小項目） 

番組送出

設備 

中継回線設備 放送局の送信設備 

大規模な放

送 局 へ 送

信※１ 

中規模な

放送局へ

送信※２ 

小規模

な放送

局へ送

信※３ 

大規模局

な放送局

※１ 

中規模な

放送局 

※２ 

小規模な

放 送 局

※３ 

(1) 予備機器等 
 

予備機器の確保、切替 ○ ○ ○  ○ ○  

(2) 故障検出 

① 
故障等を直ちに検出、運用者へ通知す

る機能 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

② 

やむを得ず①の措置を講ずることができ

ない設備について、故障等を速やかに

検出、運用者へ通知 

  ○ ○  ○ ○ 

(3) 

試験機器及び

応急復旧機材

の配備 

① 試験機器の配備 ○ ○※５ ○※５ ○※５ ○ ○ ○ 

② 応急復旧機材の配備 ○ ○※５ ○※５ ○※５ ○ ○ ○ 

(4) 耐震対策 

① 設備据付けに関する地震対策 ○ ○※５ ○※５ ○※５ ○ ○ ○ 

② 設備構成部品に関する地震対策 ○ ○※５ ○※５ ○※５ ○ ○ ○ 

③ ①、②に関する大規模地震対策 ○ ○※５   ○   

(5) 機能確認 
① 予備機器の機能確認 ○ ○ ○  ○ ○  

② 電源供給状況の確認 ○ ○ ○  ○ ○  

(6) 停電対策 
① 予備電源の確保 ○ ○※５ ○※５ ○※５ ○ ○ ○ 

② 発電機の燃料の確保 ○ ○※５ ○※５ ○※５ ○ ○ ○ 

(7) 

送信空中線に

起因する誘導

対策 
 

電磁誘導の防止 ○ ○※５ ○※５ ○※５ ○ ○ ○ 

(8) 防火対策 
 

火災への対策 ○ ○※５ ○※５ ○※

４、５ 
○ ○ ○※４ 

(9) 屋外設備 
① 空中線等への環境影響の防止  ○※５ ○※５ ○※５ ○ ○ ○ 

② 公衆による接触の防止  ○※５ ○※５  ○ ○  

(10) 
放送設備を収

容する建築物 

ア 建築物の強度 ○ ○※５ ○※５ ○※５ ○ ○ ○ 

イ 屋内設備の動作環境の維持 ○ ○※５ ○※５ ○※５ ○ ○ ○ 

ウ 立ち入りへの対策 ○ ○※５ ○※５ ○※５ ○ ○ ○ 

(11) 耐雷対策 
 

雷害への対策 ○ ○※５ ○※５ ○※５ ○ ○ ○ 

(12) 宇宙線対策 
 

宇宙線等への対策  ※６ ※６ ※６    

※１ 空中線電力が 500W を超える放送局 

※２ 空中線電力が３W を超え 500W 以下の放送局 

※３ 空中線電力が３W 以下の放送局 

 

※４ 路側等に設置される放送局については、措置を要しない。 

※５ 人工衛星に設置される電気通信設備については、措置を要しない。 

※６ 人工衛星に設置される電気通信設備については、措置を要する。 
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